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Ⅰ 法人全般 
 

 

１．法人理念 

 

 

  すべては、ご利用者様の今後のために 
 

 

２．令和３年度における法人の運営方針・施策への取り組み 

令和３年度におきましては、依然として新型コロナウイルス感染症の終息の兆しが見え

ない中、従来以上にご利用者様や法人職員の健康を守るため感染症予防対策に細心の注意

を払いながらの事業運営取組みとなりました。 

幸いにも、法人事業所内におけるご利用者様及び職員に感染の状況は確認されず、感染

症予防行動に伴い若干の取組み制限のある中、全般的には「ご利用者様の今後」を見据え

た支援取組みが前年度に引き続きなされたものと考えています。 

令和３年度は、法人設立より４期目の年度となり、より一層各種課題や目標への取組む

前提として、法人役職員全員を対象とした法人理念の理解・浸透及びこれに基づく取組み

行動への反映を目的とした勉強会を継続的に実施いたしました。 

全職員が「すべてはご利用者様の今後のために」を行動指針スローガンとし、常にご利

用者様の今だけの課題解決を考え取り組むのではなく、あくまでもご利用者様が長い人生



を住み慣れた地域の中で、その一員として過ごすことができるような支援に邁進してまい

りました。徐々にではありますが、これら取組みの成果が就労面や日常生活面におけるス

テップアップとして形となりつつあると日々感じています。 

また、地域の社会資源である社会福祉法人として、今後更に進展する地域共生社会又は

ダイバーシティ社会を見据え、多様性を尊重し、多様性に共感し、多様性を活用すること

で、地域社会における新たな価値創出や持続的な成長などにつなげられるよう、更なる取

組みを行っているところです。 

 

３．法人の概況 

（１） 概要 

法人名 社会福祉法人 Ｓｉｇｎ 

法人代表者 理事長 正岡 弘樹 

法人所在地 

〒794-0831 

愛媛県今治市八町東六丁目４番２２号 

ＴＥＬ：0898-48-5200 

ＦＡＸ：0898-48-5310 

法人開設日 平成３０年７月 

拠点事業所所在地 

 多機能型事業所パドル/法人本部事務局 

〒794-0831 

愛媛県今治市八町東６丁目４番２２号 

 パドル 

〒794-0004 

愛媛県今治市鐘場町２丁目２番３５号 

 多機能型事業所プリズム 

〒794-0062 

愛媛県今治市馬越町３丁目２番２号 

 

（２） 沿革 

平成 22年 4月 
フリースペースＳｉｇｎを個人開業。不登校児やひきこも

りの方に対する支援事業を開始 

平成 23年 4月 一般社団法人Ｓｉｇｎ設立、法人へ組織変更する。 

平成 23年 6月 自立訓練（生活訓練）事業所プリズムを開設。 

平成 25年 8月 
就労移行支援事業所パドル、就労継続支援 B型事業所アラ

イブを開設。 

平成 26年 6月 
就労継続支援 B型事業所アライブを就労移行支援事業所パ

ドル敷地内へ移設。 

平成 27年 7月 
就労移行支援事業所パドル・就労継続支援Ｂ型事業所アラ

イブを統合し、多機能型事業所パドルを発足。 

平成 28年 4月 地域活動支援センターアライブを開所。 



平成 30年 7月 
社会福祉法人Ｓｉｇｎ設立、一般社団法人Ｓｉｇｎの実施

事業を引継ぎ。 

平成 31年 4月 

多機能型事業所パドルにて実施する就労継続支援 B 型事業

の従たる事業所を市内鐘場町に開設。製麺作業を通じた就

労継続支援を開始。 

令和 1年 9月 
地域活動支援センター事業を終了のため、アライブ事業所

を閉鎖。 

令和 2年 8月 

自立訓練（生活訓練）事業所プリズムを今治市別名から今

治市馬越へ移転、多機能型事業所プリズムとして新規に生

活介護事業を追加開始。 

 

（３） 事業内容 

第二種社会福祉事業 

事業所名 実施事業種別 定員 事業開始年月日 

多機能型事業所

パドル 

就労移行支援 20 名 平成 30 年 7 月 1 日 

就労継続支援 B型 10 名 平成 30 年 7 月 1 日 

パドル 就労継続支援 B型 10 名 平成 31 年 4 月 1 日 

多機能型事業所

プリズム 

自立訓練（生活訓練） 20 名 平成 30 年 7 月 1 日 

生活介護 20 名 令和 2年 8月 1日 

 

（４） 役員・評議員の状況（令和４年３月３１日現在） 

① 役員 

 
 

 

 

役職名 氏名 職業 要件区分等 任期
親族等

特殊関係

理事⾧ 正岡 弘樹
社会福祉法人

Sign理事⾧
経営識見者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

理事 阪上 太介 自営業 その他 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

理事 中矢 真由美 看護師 福祉関係者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

理事 末竹 伸
社会福祉法人

Sign社員
施設管理者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

理事 窪田 由香
社会福祉法人

Sign社員
施設管理者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

理事 鴨川 康彦
社会福祉法人

Sign社員
経営識見者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

監事 田向 伸吾 会社役員 財務識見者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

監事 日吉 祐一 会社役員 事業識見者 令和２年６月２３日～令和４年定時評議員会終結時 無

社会福祉法人Ｓｉｇｎ 役員名簿



 

② 評議員 

 

 

   （５）職員の状況（令和４年３月３１日現在） 
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多機能型事業所パドル 
１ １ 

１０  １  １３ 

パドル １    ３ 

多機能型事業所プリズム １ １ ９    １１ 

法人本部事務局 １    １  ２ 

合計 ３ ２ ２０  ２  ２９ 

 

 

 

 

 

 

 

役職名 氏名 職業 任期

評議員 越智 保人 会社員 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 神村 亜貴子 主婦 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 冠 浩一 法人役員 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 佐伯 忠亮 法人代表者 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 竹内 宣幸 会社員 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 村上 卓美 主婦 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

評議員 森岡 朋子 自営業 平成30年7月1日～令和4年定時評議員会終結時

社会福祉法人Ｓｉｇｎ 評議員名簿



４．法人の組織体制 

 

 

 

５．理事会、評議委員会等の開催 

（１） 理事会 

開催年月日 出席者/定数 議題 決議内容 

令和 3年 

6 月 4日 
６/６ 

1. 令和２年度事業報告及

び令和２年度決算の承

認決議の件 

2. 新規事業計画及び定款

変更承認決議の件 

3. 令和３年度定時評議員

会の招集決議の件 

4. 理事長の職務執行状況

の報告の件 

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

令和 4年 

1 月 20 日 
６/６ 

1. 新規事業所開設予定時

期の遅延についての報

告の件 

2. 理事長の職務執行状況

の報告の件 

決議事項なし 

令和 4年 

3 月 10 日 
６/６ 

1. 令和 4 年度事業計画案

及び収支予算案につい

1. 原案通り可決 

2. 原案通り可決 

鐘場町

主たる事業所

（八町事業所）

従たる事業所

（鐘場町製麺所）

法人本部事務局

多機能型事業所パドル パドル（製麺所） 多機能型事業所プリズム

就労移行支援事業

就労継続支援Ｂ型事業

自立訓練（生活訓練）事業 生活介護事業

理事長

幹部会議（役職者６名）

全体会議 各種委員会

八町拠点 馬越拠点

社会福祉法人Ｓｉｇｎ　組織図

評議員選任・解任委員会
（監事1名、事務局員1名、

外部委員1名）

評議員会
（評議員７名）

理事会
（理事６名）

監事会
（監事２名）



ての承認決議の件 

2. 事業所管理者任免人事

についての承認決議の

件 

 

（２） 評議員会 

開催年月日 出席者/定数 議題 決議内容 

令和 3年 

6 月 22 日 
６/７ 

1. 令和２年度事業報告の

件 

2. 令和２年度決算の承認

決議の件 

3. 新規事業計画の報告及

び定款変更に関する承

認決議の件 

2. 原案通り可決 

3. 原案通り可決 

 

６．職員外部研修受講状況 

日付 研修名 主催 参加数 

令和 3年 6 月 8日 内職作業見学研修 松下産業（株） ２ 

令和 3年 6 月 16 日 
愛媛県障害者職業センター業務説

明会 
愛媛県障害者職業センター ２ 

令和 3 年 7 月 19 日～

21 日 
令和３年度就労支援基礎研修 

独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構 
１ 

令和 3 年 7 月 29 日～

9 月 30 日（5 日間） 
愛媛県居宅介護従事者養成研修 ライフサポートっこはうす １ 

令和 3年 8 月 24 日 ひめぼす管理職研修 愛媛県法人会連合会 １ 

令和 3 年 9 月 4 日～5

日 

愛媛県障がい者相談支援従事者初

任者研修 
愛媛県社会福祉士会 １ 

令和 3 年 10 月 4 日～

5 日 

愛媛県サービス管理責任者・児童

発達支援管理責任者基礎研修 
愛媛県社会福祉士会 １ 

令和 3年 10月 12 日 
就業支援実践研修（高次脳機能障

害コース） 
愛媛障害者職業センター １ 

令和 3年 10月 19 日 
就業支援実践研修（精神障害コー

ス） 
愛媛障害者職業センター １ 

令和 3年 10月 21 日 
就業支援実践研修（発達障害コー

ス） 
愛媛障害者職業センター １ 

令和 3年 10月 26 日 
愛媛県精神障がい者の障がい特性

と支援技法を学ぶ研修 
愛媛県 １ 

令和 3年度 11月 16 日 安全運転管理者講習 
愛媛県安全運転管理者連絡協

議会 
１ 

令和 3年 12月 9 日 民間支援者等地域連携推進会議 松山保護観察所 １ 

令和 3年 12月 23 日～

2 月 22 日（5 日間） 

愛媛県障がい者相談支援従事者研

修（初任者研修） 
愛媛県 ３ 

令和 4年 1 月 14 日 
愛媛県障がい者虐待防止・権利擁

護セミナー 
愛媛県 １ 

令和 4 年 1 月 18 日～

19 日 

愛媛県障がい者ピアサポート研修

（基礎研修） 
愛媛県 ２ 

令和 4年 1 月 28 日 若者自立！支援フォーラム 2021 東予若者サポートセンター １０ 

 



Ⅱ 法人の運営方針・施策 

 

１．法人運営の基本方針 

（１） 行動理念の理解・浸透 

法人役職員全員が、全ての取り組み行動の原点は、基本理念にあることの完全浸

透に取り組む。 

（２） 運営の適正化・健全化 

地域における社会福祉への貢献が切れ目なく実施できるよう、適正かつ安定した

事業経営体質づくりに取り組む。 

（３） 地域の生活環境づくりへの取り組み 

多様化する地域社会のニーズや将来予測を的確に捉え、法人として地域貢献が持

続できるよう、地域包括ケアシステムを見据えた新たな福祉サービス等への取り

組みに努める。 

 

２．法人の重点施策 

（１） 法人組織体制の強化 

① 運営体制の強化 

・ 理事会、評議員会をはじめ、必要に応じた部会を開催し、協議・検討や調

整に基づく組織運営の強化を図る。 

↓ 

 引き続くコロナ禍の影響により、理事会開催の一部が参集対面にて

開催できない回があったが、電話連絡等による補足の説明にてスム

ーズな協議が行えた。 

 組織運営の重要事項等について、定期的な幹部会議の開催により協

議・検討が適切に実施できた。 

 組織運営に関する重要事項の決定内容は、毎月行われた全体会議に

て周知することで全職員の統一した取組みに反映させることができ

た。 

② 情報共有の強化 

・ 全役職員間で、必要な情報が漏れなく共有できるよう、その仕組み作り

に取り組み、組織力の強化を図る。 

↓ 

 業務用スマホ連絡ツールを導入し、タイムリーな報告・連絡・相談

や各種情報の共有を実施しており、効率かつ的確な取組み効果が見

られる。 

③ 人材育成・定着 



・ 理念を共有し、情勢や環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成・定着

に取り組み、組織力の強化を図る。 

↓ 

 理念の具現化に関する勉強会や全体研修及び個別研修派遣を可能な

限り積極的に実施し人材の育成に取り組んでいる。 

 次年度に向けて、人材定着における課題に対する更なる取組みを要

する。 

（２） 法人運営基盤の強化 

① 地域の社会生活環境づくりへの挑戦 

・ 地域の福祉ニーズを的確に捉えたサービスの提供を行う。 

↓ 

 ご利用者様、保護者様や地域の関係機関等よりニーズの聞き取りを

実施、各種会議等での報告情報共有のうえ、法人の事業展開に活か

すことができた。 

・ 地域に開かれ、頼られる存在への取組みを行う。 

↓ 

 法人、事業所を知ってもらうため、委員会活動を中心とした取組み

を実施した。 

 地域の方々が気軽に相談や体験の機会を得られるよう、相談支援業

務開始に取り組んだ。 

・ ご利用者様の将来にわたる地域生活に目を向け、行政や関係各所と連携

を密にした支援を行う。 

↓ 

 地域内の各種学校関係者との連携や情報提供に取り組んだ。 

・ 将来にわたり新規事業への取組みを行い、法人機能を強化することによ

り地域の総合的福祉拠点となることを目指す。 

↓ 

 相談支援事業所の開設に向けた取組を実施した。 

② 適正な資金管理や事業収支の管理強化 

・ 目標や実態に沿った、適正な予算作成を行う。 

・ 月次決算管理を強化し適正な収支バランスを維持する。 

・ 事業所規模に応じたサービス収入の最大確保を図る。 

・ 収入に対する経費比率、特に人件費比率の管理を強化する。 

↓ 

 法人本部を中心に月次決算報告や状況の把握、予算執行状況の確認

等を行い、資金管理の強化に取り組んだ。 

 



（３） 働き方改革への取り組み 

① 女性活躍の推進 

・ 育児や出産など、家庭生活と仕事を両立する環境整備づくり 

・ 女性労働者自身の意思によって尊重される労働環境づくり 

・ 女性労働者の採用や昇進などの機会を促進 

↓ 

 女性管理者、役職者の登用を積極的に行った。 

② 各種休暇取得の推進 

・ 有休休暇、育児・介護休業、子の看護休暇等の取得を推進 

・ 「お互い様」の風土づくりの推進 

↓ 

 各種休暇の取得を推進 

 子育て職員の休暇、その他の支援を実施 

 職場風土に関する意識の共有を継続的に実施 

③ 業務効率化の推進 

・ 事務処理業務を中心としたＩＣＴ化推進し業務の効率化を図る。 

↓ 

 全職員への PC 貸与、業務用ネットワーク連絡ツール活用。 

 手書書類作成や紙ベースでの回覧、情報連絡を削減し効率化を図っ

た。 

（４） 安全管理 

① 災害対策 

・ 地震、風水害、火災等の起こりうる災害に備え、対策マニュアル・計画

の点検や周知を図る。 

・ 災害を想定した避難訓練を定期的に実施する。 

↓ 

 火災、地震、風水害の発生を想定した避難訓練を年間 3 回実施した。 

② 事故予防、事故対応 

・ 日常的に、ヒヤリハット収集を行い、事故予防を図る。 

・ 事故発生時は、迅速な対処が行えるよう、報告や指示体制を強化する。 

・ 事故発生の際は漏れなく記録を行うとともに必要に応じ行政への報告を

徹底し、原因究明と再発防止に取り組む。 

↓ 

 事故発生防止を目的とした、ヒヤリハット事例の収集及びその評価

検討の実施を強化した。 

③ 衛生管理 

・ 日常清掃、定期清掃や消毒、廃棄物の適正な処理を行い、環境整備を図



る。 

・ 職員の定期健診や予防接種を行い、予防衛生管理を図る。 

↓ 

 新型コロナウイルス感染症の感染予防策について、行政指導に沿っ

て可能な限りの対策実施をおこない、法人内での感染者発生を防ぐ

ことができた。 

 定期健診や予防接種を実施し職員の健康管理が行えた。 

 

 

Ⅲ 多機能型事業所パドル 

 

１．基本方針 

（１） ご利用者おひとりおひとりの個性を尊重し、それぞれの生活能力の向上や開発を

目的としたメニューを提供し、地域での自立生活の要となる一般就労及び就労定

着の支援を行う。 

（２） ご利用者様が就職し定着できることを念頭に、働くことの楽しさや厳しさを身に

付けることができるよう、効果的な就労訓練や就労支援を行う。 

２．重点目標 

（１） 就労移行支援事業 

① ご利用者様個々に応じ、常に就職を意識した支援メニューに取り組む。 

↓ 

 個別支援計画に基づく計画的支援を実施するとともに、実施効果の検証

や課題検討のためのモニタリング強化に取り組んだ。 

② 年間就労定着率３０％以上を目指す。 

↓ 

 年間就職定着率３５％を実現。 

③ 年間を通じてより多くの就職者輩出、より多くの新規利用者 

↓ 

 年間就職者数５名 

 年間新規利用者９名 

（２） 就労継続Ｂ型事業 

① 前年度比での平均工賃の向上を目指し、就労意欲向上を図る。 

↓ 

 平均月額工賃１４，６６６円（前年度比１，００３円増） 

② ご利用者に応じた訓練や作業内容の見直しを行いながら、スキルの向上に努

める。 



↓ 

 個別支援計画に基づく支援実施のモニタリングを経て必要に応じた見直

し支援を行っている。 

③ 休まず通うことや挨拶マナー等の習得支援を強化し、就労の基本スキルアッ

プを図る。 

↓ 

 体調不良等やむを得ない休み以外の休み時の声掛けや相談を継続的に実

施。 

 毎日終礼時にマナーに関するワンポイント勉強会を実施。 

３．利用者支援 

（１） 就労移行支援事業 

① 業務計画 

A) 就労対象先の開拓と就労先のニーズ把握を行う。 

↓ 

 地域の事業所様への訪問や提案を実施。 

B) ご利用者の適性や希望を明確に把握し、就労に結び付く支援を行う。 

↓ 

 モニタリングや担当者会議等の機会に保護者様を含めて聞き取りや

提案を実施。 

 実習を通じて適正評価や感想の聞き取りを実施。 

C) 就労に耐えうる体力や精神づくりを行う。 

↓ 

 施設外就労を中心とした就労訓練メニューを実施。 

D) 身体障害者の就労支援メニューを強化し、積極的な受け入れを行う。 

↓ 

 施設外就労先への協力要請を行い、就労環境を整えながら実施した。 

② 生活支援 

A) 自己選択、自己決定の機会を多く取り入れ、実施支援する。 

↓ 

 本人の希望に基づく支援計画づくりや支援内容の決定実施を行った。 

B) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 主治医や医療関係機関との情報共有に努めた。 

C) 施設内の美化や整理整頓、制服の洗濯、感染予防対策等をこまめに行い、

清潔を保持する。 

↓ 



 毎日、清掃時間を組入れ、指導実施を行っている。 

 衣服の清潔保持や着替えについての指導を継続的に実施している。 

（２） 就労継続Ｂ型事業 

① 業務計画 

A) 製麺所製品の販売ルートを拡大し、売り上げの向上を図る。 

↓ 

 地域の事業所様への職域販売開拓に取り組んだ。 

B) イベント出張販売を行い、売り上げの向上を図る。 

↓ 

 コロナ禍のためイベント開催なく出店はイベント出来なかった。 

 地元スーパー店頭等での製麺製品販売会を実施。 

C) 作業工程の見直しやご利用者のスキルアップにより生産効率を向上させ

る。 

↓ 

 作業手順書を随時見直し、効率的に取り組めるよう改善を実施した。 

D) 身体障害者の就労支援メニューを強化し、積極的な受け入れを行う。 

↓ 

 施設外就労先への協力要請を行い、就労環境を整えながら実施した。 

② 生活支援 

A) 自己選択、自己決定の機会を多く取り入れ、実施支援する。 

↓ 

 本人の希望に基づく支援計画づくりや支援内容の決定実施を行った。 

B) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 主治医や医療関係機関との情報共有に努めた。 

C) 施設内の美化や整理整頓、制服の洗濯、感染予防対策等をこまめに行い、

清潔を保持する。 

↓ 

 毎日、清掃時間を組入れ、指導実施を行っている。 

 衣服の清潔保持や着替えについての指導を継続的に実施している。 

 

 

 

 

 

 



４．利用実績 

（１） 就労移行支援 

① 利用実績 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R３年４月 ３０ ２３ ２０ ３９９ 

５月 ３１ ２１ ２０ ３６９ 

６月 ３０ ２４ ２４ ４４６ 

７月 ３１ ２３ ２５ ４１８ 

８月 ３１ ２０ ２４ ３２６ 

９月 ３０ ２３ ２１ ３５９ 

１０月 ３１ ２４ ２１ ４３４ 

１１月 ３０ ２２ ２３ ４２６ 

１２月 ３１ ２２ ２１ ４１２ 

R４年１月 ３１ ２２ ２１ ３７３ 

２月 ２８ ２０ １８ ３１５ 

３月 ３１ ２４ ２２ ４３０ 

年度合計 ３６５ ２６８ ２６０ ４７０７ 

月平均 ３０．４ ２２．３ ２１．７ ３９２．３ 

② 一般就労実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和３年４月１日 愛媛県立今治病院 ２名 

令和３年８月２１日 （株）田窪工業所 １名 

令和 4 年１月１１日 一広（株） １名 

令和４年１月１５日 ホテルクラウンヒルズ今治 １名 

就職者数合計 ５名 

③ ６カ月以上就労定着実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和２年１２月１１日 今治公共職業安定所 １名 

令和２年１２月２１日 一広（株） ４名 

令和３年４月１日 愛媛県立今治病院 ２名 

令和３年８月２１日 （株）田窪工業所 １名 

就職者数合計 ８名 

 

 

 



（２） 就労継続支援 B 型 

① 利用実績 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R３年４月 ３０ ２３ １５ ３２２ 

５月 ３１ ２１ １５ ２８４ 

６月 ３０ ２４ １５ ３２９ 

７月 ３１ ２３ １５ ３２９ 

８月 ３１ ２０ １７ ３０９ 

９月 ３０ ２３ １７ ３４９ 

１０月 ３１ ２４ １８ ３８２ 

１１月 ３０ ２２ １９ ３４５ 

１２月 ３１ ２２ １８ ３４６ 

R４年１月 ３１ ２２ １６ ３０７ 

２月 ２８ ２０ １７ ３０８ 

３月 ３１ ２４ １９ ４１０ 

年度合計 ３６５ ２６８ ２０１ ４０２０ 

月平均 ３０．４ ２２．３ １６．８ ３３５．０ 

② 一般就労実績 

就職年月日 就職先 就職者数 

令和３年１１月２２日 新来島フレンドシップ １名 

令和４年１月１１日 A コープおおにし １名 

令和４年１月１１日 一広（株） １名 

令和４年２月２３日 ネッツトヨタ瀬戸内 １名 

令和４年３月１６日 ネッツトヨタ瀬戸内 １名 

就職者数合計 ５名 

③ 一人あたり平均工賃月額 

１４，６６６円（令和 2 年度比で１，００３円の増額） 

 

５．年間行事報告 

月 事業所行事 支援行事等 

４月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

花見行事 

５月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
決算監査 

災害避難訓練（風水害） 



６月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
定例理事会 
定時評議員会 

 

７月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（地震・火災） 

８月 

夏季休暇 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

大掃除 

９月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

１０月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
職員定期健康診断 

災害避難訓練（地震・火災） 

製麺製品販売会 

１１月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

製麺製品販売会 

１２月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
大掃除 

製麺製品販売会 
クリスマス＆忘年会 
大掃除 

１月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
次期予算・事業計画策定 
定例理事会 

製麺製品販売会 
初詣 
書初め 

２月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

３月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（火災） 

※ 個別支援計画（同意、モニタリング、アセスメント）については随時実施 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ 多機能型事業所プリズム 

 

１．基本方針 

（１） ご利用者おひとりおひとりの人間性や思いを尊重し、安心して利用できるサービ

スの提供に努める。 

（２） 温かい愛情と公平平等の考えに基づき、ご利用者が地域生活を営む上で必要とな

る生活能力の維持・向上を図り、慣れ親しんだ地域での生活持続が可能となるよ

う支援に努める。 

２．重点目標 

（１） 自立訓練（生活訓練）事業 

① 地域生活に必要とされる生活能力の維持・向上等のため、生産活動・その他

の活動の機会を提供する。 

↓ 

 個別の課題に基づく支援計画や個別の活動プログラムに沿って日常生活

面のステップアップに取り組んだ。 

② 生活訓練メニューの強化により、就労移行支援事業との差別化を図りつつ、

生活能力向上を目指す。 

↓ 

 生活訓練サービスの目的や取組み内容、実施実績等を地域内に広く広報

しサービス目的の差別化に取り組んだ。 

 日常生活訓練メニューを利用者様の課題にあわせて随時見直しをおこな

った。 

③ 日常生活上の不安解消のため、訪問支援等を含めて、生活面の助言や相談対

応支援を強化する。 

↓ 

 毎日通所することによる生活リズムの改善に取り組むとともに、やむを

得ず通所できないご利用者様については、訪問による相談対応等を積極

的に実施した。 

（２） 生活介護事業 

① ご利用者の特性に留意しつつ、地域イベントへの積極的参加の機会を提供し

交流を促進する。 

↓ 

 今年度はコロナ禍の影響により、イベント参加や地域交流ができなかっ

た。 

 えひめ愛ロードサポーターとして、定期的に地域の道路清掃活動を実施

した。 



② 地域内において、生活介護サービスの存在と意義を知ってもらえる機会を設

ける。 

↓ 

 製麺商品販売会等を通じて事業所の案内パンフレット等を配布した。 

 事業所見学会や体験会を開催し生活介護サービスを知っていただく機会

を設けた。 

③ 平均稼働率７０％以上とする。 

↓ 

 年間平均稼働率５９．７％（前年度比１９．４％増加） 

３．利用者支援 

（１） 自立訓練（生活訓練） 

① 業務計画 

A) 施設・病院の退所・退院者のニーズ把握のため関係機関との連携を強化

し利用者の増加を図る。 

↓ 

 関係機関への訪問や、事業所案内・チラシ等の配布を通じて広報活動を

行いながら連携に努めた。 

B) ご利用者の適性や希望を明確に把握するためのアセスメントを強化し、

効果的な生活訓練を提供することで利用者確保を図る。 

↓ 

 アセスメントに関連する勉強会を開催し、真の課題抽出への取組みを強

化してきた。 

 取り組んでいる支援事例の紹介や効果的支援事例の紹介等を通じて関係

機関からの利用者紹介を得ることができた。 

② 生活支援 

A) 定期的な食事の提供を行う。 

↓ 

 週２回定期的に給食を提供。 

B) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 ご利用者様の主治医や地域の医療関係者を訪問し報告や相談することを

通じて連携を深めることに努めた。 

C) 施設内の美化や整理整頓、制服の洗濯、感染予防対策等をこまめに行い、

清潔を保持する。 

↓ 

 毎日、清掃・整理整頓の時間を設け清潔保持の習慣づけに取り組んでい



る。 

（２） 生活介護事業 

① 業務計画 

A) 自立支援の考え方に基づく介護支援を行う。 

↓ 

 ご利用者様の今後を見据え、出来る事・出来ないことの整理把握を踏ま

えて自立部分の維持と課題に対するステップアップへの取組みを個別支

援計画に盛り込みながら実施している。 

B) ご利用者様が生きがいを持って生活できるよう、生産活動への参加を図

る。 

↓ 

 自立支援の柱の一つにもなる生産活動について、個々の状態や生活機能

のステップアップに応じて参加を促している。 

 生産活動参加においては、個々の状態を評価した上で、作業環境に工夫

や変更を行いながらスムーズに参加できるよう取り組んでいる。 

C) 障害・年齢に関係なく参加できるお茶会・お出かけ企画など一緒に楽し

める企画を定期的に計画する。 

↓ 

 支援メニューにメリハリを付け、月ごと定期的にレクリエーションメニ

ューも取り入れ、お出掛けや趣味活動、イベント参加などを通じてコミ

ュニケーションづくりを実施している。 

② 生活支援 

A) 定期的な食事の提供を行う。 

↓ 

 週２回定期的に給食を提供。 

B) ご利用者様ごとに日常生活に必要な介護支援を行う。 

↓ 

 ご利用者の各種状態に応じて、日常生活上必要な介護支援を実施してい

る。 

 看護師常駐しているため、医療看護面の支援も行っている。 

C) ご利用者の健康状態を的確に把握し、主治医や関係医療機関等との連絡

を密にしながら、健康の維持管理を行う。 

↓ 

 ご利用者様の主治医や地域の医療関係者を訪問し報告や相談することを

通じて連携を深めることに努めた。 

D) 施設内の美化や整理整頓、制服の洗濯、感染予防対策等をこまめに行い、

清潔を保持する。 



↓ 

 毎日、清掃・整理整頓の時間を設け清潔保持の習慣づけに取り組んでい

る。 

５．利用実績 

（１） 自立訓練（生活訓練） 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R３年４月 ３０ ２３ ２６ ４４０ 

５月 ３１ ２１ ２８ ３９４ 

６月 ３０ ２４ ２７ ４１４ 

７月 ３１ ２３ ２７ ４１８ 

８月 ３１ ２０ ３０ ４０８ 

９月 ３０ ２３ ２８ ４７４ 

１０月 ３１ ２４ ２９ ４８７ 

１１月 ３０ ２２ ２８ ４２１ 

１２月 ３１ ２２ ２５ ３８７ 

R４年１月 ３１ ２２ ２４ ３９２ 

２月 ２８ ２０ ２３ ３５０ 

３月 ３１ ２４ １８ ３４１ 

年度合計 ３６５ ２６８ ３１３ ４９２６ 

月平均 ３０．４ ２２．３ ２６．０ ４１０．５ 

（２） 生活介護 

年度/月 月日数 開所日数 利用実人数 
利用延人数 
（除欠席） 

R３年４月 ３０ ２３ １５ ２５９ 

５月 ３１ ２１ １４ ２３９ 

６月 ３０ ２４ １６ ３０３ 

７月 ３１ ２３ １４ ２６９ 

８月 ３１ ２０ １４ ２２７ 

９月 ３０ ２３ １４ ２６３ 

１０月 ３１ ２４ １５ ２９３ 

１１月 ３０ ２２ １５ ２６６ 

１２月 ３１ ２２ １５ ２７０ 

R４年１月 ３１ ２２ １５ ２６９ 

２月 ２８ ２０ １５ ２５１ 

３月 ３１ ２４ １７ ２９０ 

年度合計 ３６５ ２６８ １７９ ３１９９ 



月平均 ３０．４ ２２．３ １４．９ ２６６．５ 

 

６．年間行事報告 

月 事業所行事 支援行事等 

４月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

花見行事 

５月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
決算監査 

災害避難訓練（風水害） 

６月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
定例理事会 
定時評議員会 

 

７月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

災害避難訓練（地震・火災） 

８月 

夏季休暇 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

大掃除 

９月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

１０月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
職員定期健康診断 

災害避難訓練（地震・火災） 

製麺製品販売会 

１１月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

製麺製品販売会 

１２月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
大掃除 

製麺製品販売会 
クリスマス＆忘年会 
大掃除 

１月 

職場内研修 
各種委員会 
職員会議 
次期予算・事業計画策定 
定例理事会 

製麺製品販売会 
初詣 
書初め 

２月 
職場内研修 
各種委員会 
職員会議 

 

３月 職場内研修 災害避難訓練（火災） 



各種委員会 
職員会議 

※ 個別支援計画（同意、モニタリング、アセスメント）については随時実施 

 

 

 

Ⅴ 相談支援事業所 

 

１．基本方針 

（１） 障がいをお持ちの方々の地域生活を支援する拠点としての機能整備と充実を図り

ながら、頼られる事業所作りに努める。 

（２） ご利用者おひとりおひとりの人間性や思いを尊重し、安心して利用できるサービ

スの提供に努める。 

２．重点目標 

（１） 計画相談支援事業 

① 地域内で事業所の存在、役割が十分に認知されるよう広報活動を積極的に行

う。 

② アセスメント力及びマネジメント力の強化に努める。 

③ 地域内における各種社会資源の把握と連携を強化する。 

３．利用者支援 

（１） 計画相談支援事業 

① 業務計画 

A) ご利用対象者様の単なる御用聞きではなく、真にご利用者様の将来を見

据えたケアマネジメントを実施する。 

B) ケアマネジメントにおいては、地域内社会資源の把握・開拓や、連携・

活用を意識したコーディネートを実施する。 

⇓ 
今年度、相談支援事業所開設が遅延したため次年度よりの取組みとなる。 


